
郵政民営化委員会からの依頼に対する回答 

 

平成 23 年 12 月 

金 融 庁 

 

 

 

○ 平成 21 年 12 月４日 

 ・ 金融庁からゆうちょ銀行に対し、銀行法第 26 条第１項の規定に基づき、また関

東財務局から郵便局株式会社に対し、銀行法第 52 条の 55 の規定に基づき、それ

ぞれ業務改善命令を発出。 

   本件は、ゆうちょ銀行から顧客預金等の横領等に係る不祥事件等届出書の提出

を受け、当該不祥事件の事実関係の詳細、発生原因等について報告を求めて検証

した結果、ゆうちょ銀行及び郵便局株式会社について、法令等遵守に係る経営姿

勢及び内部管理態勢に重大な問題が認められたことから、業務改善を命じたもの

（別紙１参照）。 

・ 金融庁からかんぽ生命保険に対し、保険業法第 132 条第１項の規定に基づき、

また関東財務局から郵便局株式会社に対し、保険業法第 306 条の規定に基づき、

それぞれ業務改善命令を発出。 

本件は、かんぽ生命保険から解約還付金等の横領に係る不祥事件等届出書の提

出を受け、当該不祥事件の事実関係の詳細、発生原因等について報告を求めて検

証した結果、かんぽ生命保険及び郵便局株式会社について、法令等遵守に係る経

営姿勢及び内部管理態勢に重大な問題が認められたことから、業務改善を命じた

もの（別紙２参照）。 

 

○ 平成 22 年１月６日 

 ・ ゆうちょ銀行が、平成 21 年 12 月４日付業務改善命令に基づき、金融庁に業務

改善計画を提出（別紙３参照）。 

・ かんぽ生命保険が、平成 21 年 12 月４日付業務改善命令に基づき、金融庁に業

務改善計画を提出（別紙４参照）。 

・ 郵便局株式会社が、平成 21 年 12 月４日付業務改善命令に基づき、関東財務局

に業務改善計画を提出（別紙５参照）。 

 

１．各会社に対する監督（時系列でご提供ください。） 



 

 

 

○ ゆうちょ銀行及びかんぽ生命保険は、銀行法又は保険業法の適用を受ける金融機

関であり、その資金運用については、両社が適切なリスク管理態勢を構築し財務の

健全性を確保しつつ、自らの経営責任において自主的に判断すべきもの。 

 

○ 金融庁としては、金融機関の財務の健全性等を確保する観点から、両社のリスク

管理や収益管理に係る取組について、引き続き適切にフォローアップしてゆく所存。 

 

 

 

 

 

○ 日本郵政株式会社が郵便事業株式会社及び郵便局株式会社の業務等を合併によ

り承継すること等を定めた郵政改革法案は、現在、衆議院において継続審議案件と

されており、同法案が成立して施行される場合、郵便事業株式会社及び郵便局株式

会社と合併した日本郵政株式会社は、銀行法上の銀行持株会社（銀行主要株主）及

び保険業法上の保険持株会社（保険主要株主）に該当するため、その観点から引き

続き適切に監督する必要があると考えている。 

 

○ また、ゆうちょ銀行及びかんぽ生命保険は、銀行法又は保険業法の適用を受ける

金融機関であることに変わりはなく、これまでどおり適正かつ的確な監督を行って

いく所存。 

 

 

 

 

○ 金融庁としては、銀行法、保険業法に基づき、各会社に対しこれまでどおり適正

かつ的確な監督を行ってきたところ。 

 

２．ゆうちょ銀行とかんぽ生命の日本国債大量保有のリスクに対する監督官庁とし

ての考え方 

３．事業持株会社の傘下に金融子会社２社を保有する問題と今後の方向性について

の考え方 

４．政権交代による各会社への監督方針への影響 
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